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１．経営成績 

 
（１）経営成績に関する分析 
 
（当期の経営成績） 

 

当連結会計年度におけるわが国経済は、大企業を中心に好調な収益が持続するなか、設備投資の増加、雇用・

所得環境の改善、個人消費が持ち直すなど、景気は引き続き回復基調で推移したものの、中小企業を取り巻く環

境は大企業に比べ力強さに欠け、依然として厳しい状況で推移いたしました。 

このような状況のもと、当社グループにおきましては、「再生 京福」の経営方針のもと、各社が経営安定化

を着実に推進するほか、運輸業におきましては、「嵐電ブラッシュ・アップ プロジェクト」の一環として、本

年３月には７駅の駅名を観光客にもわかりやすい名称に変更したほか、叡山ケーブル･ロープウェイにおいては、

きめ細かなサービスを提供するために、女性アテンダントを乗務させるなど、お客様の視点に立った改善に努め

ました。バス事業におきましては、京都バス㈱が本年３月から京都市交通局西賀茂営業所の管理を受託し、業容

を拡大したほか、京福バス㈱では、昨年 10 月に、旅客の減少が続いている郊外路線について、抜本的な路線再

編とダイヤ改正を実施し、存続路線については関係自治体と維持協定を結ぶなど、大幅な経営効率化と運行体制

の強化を図りました。 

不動産業におきましては、「ランデンプラザ帷子」にエレベータを新設し、お客様の利便性の向上を図ったほ

か、福井県坂井市では温泉付分譲宅地「みくにグリーンヒルズ」の販売を開始いたしました。 

レジャー･サービス業におきましては、本年１月に名古屋駅前の名古屋ルーセントタワー内に「中国料理『吉

珍樓（キッチンロウ）』」を出店し好評を博したほか、その他の事業におきましては、エチゼンクラゲの粉末を

使用した「えくらちゃん さくさくクッキー」を販売し話題を呼びました。 

このような事業活動の結果、当連結会計年度の当社グループの成績は、以下のとおりとなりました。 

営業収益は121億６千７百万円（前期比2.3％増）となり、営業利益は４億７千７百万円（前期比934.3％増）

となりました。これに営業外収益ならびに営業外費用を加減した経常利益は、２億６千９百万円（前期は経常損

失）となりました。これに特別利益ならびに特別損失を加減し、さらに法人税等調整額などを控除した結果、当

期純利益は９千４百万円（前期比550.3％増）となりました。 

 

次に、当連結会計年度における事業別セグメントの状況をご報告いたします。 

 

運 輸 業 

鉄軌道事業におきましては、前期から継続して取り組んでおります｢嵐電ブラッシュ・アッププロ

ジェクト｣により、本年３月に嵐山線の路線愛称を沿線の皆様に永く親しまれてきた｢嵐電｣に統一を図

ったほか、世界文化遺産が点在する嵐電沿線の観光名所の最寄駅が、遠来のお客様にもすぐにおわか

りいただけるよう、駅名を変更いたしました。さらに、世界文化遺産や京都らしい景観を有する北野

線には、花壇やシンボルツリーの植栽、各駅への集合案内板の新設、沿線社寺・景観などの大型写真

パネルの設置などを順次進め、沿線観光資源の発掘や快適なサービスの提供に取り組みました。その

他沿線活性化の取り組みとして、昨年に引き続き誘致、協賛しました「京都 嵐山花灯路」のイベント

の一環として、嵐山駅構内、法輪寺境内において光のアート｢Ｄ－Ｋライブ｣を開催し、多くのお客様

を魅了いたしました。 

バス事業におきましては、京都バス㈱が、昨年６月に新規路線｢京都産業大学・国際会館駅線（産

大国際線）｣を運行開始するとともに、本年３月の京都市交通局西賀茂営業所の管理の受託に先立ち、

高野・嵐山両営業所のダイヤ改正を実施し、お客様の利便性の向上と運行の効率化を図りました。 

京福バス㈱は、一昨年の福井市内の路線再編とダイヤ改正に引き続き、昨年 10 月には郊外路線に

ついても抜本的な路線再編とダイヤ改正を実施する一方、遠距離乗車のお客様に大変お得な｢全線フリ

ー通学定期券｣を発売するなど、路線バス利用促進策の推進にも積極的に取り組みました。また昨年
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11 月には高速バス｢東京線昼特急｣の運行を開始し、当初の予想以上のご利用をいただきました。 

タクシー事業におきましては、他社との競争激化など厳しい経営環境が続くなか、福井地区のタク

シー３社が連携を強化し、車椅子対応の｢おでかけサポーター｣や｢禁煙タクシー｣などの新サービスを

開始するなど、競合他社との差別化に取り組みました。 

以上により、運輸業営業収益は83億２千６百万円となり、前期に比べ４億７千４百万円（6.0％）の増収とな

り、営業利益は９千６百万円と、前期に比べ３億２千８百万円（前期は営業損失）の増益となりました。 

 

不 動 産 業 

不動産分譲事業におきましては、㈱京福コミュニティサービスが、本年１月に福井県坂井市におい

て温泉付分譲宅地｢みくにグリーンヒルズ｣34 区画の販売を開始いたしました。 

賃貸事業におきましては、「ランデンプラザ帷子」のエレベータ新設をはじめ、西福井ビルなど賃

貸施設の改修保全に努めました。 

三国競艇事業におきましては、来場者、特にカップルやグループのお客様に快適にくつろいで観戦

いただける観覧席や来賓席の新設を行い、お客様へのサービス向上に努めました。 

以上により、不動産業営業収益は18億８千２百万円となり、前期に比べ１億４千１百万円（7.0％）の減収と

なり、営業利益は４億３百万円と、前期に比べ２千８百万円（6.6％）の減益となりました。 

 

レジャー・サービス業 

レジャー・サービス業におきましては、京都四条大宮の｢吉珍●ＫＩＴＣＨＥＮ ＤＩＮＩＮＧ（キッチンダ

イニング）｣に続く飲食店として、｢中国料理『吉珍樓（キッチンロウ）』｣を名古屋ルーセントタワー内に出店

したほか、三国観光ホテルにおきましては、昨年新設した露天風呂付客室「ＭＩＫＵＮＩ ＳＵＩＴＥ（ミクニ

スイート）」やテラス付きバンケットルーム、お食事処「炉膳（ろぜん）」が集客に寄与し、暖冬の影響もあり

宿泊人員が増加いたしました。 

越前松島水族館におきましては、夏季に開催した｢磯の生物観察会｣・｢地引網体験｣などご家族で楽しんでいた

だける体験型アトラクションや「うみがめ館」、海岸でのバーベキューが好評で、来館者数は順調に増加いたし

ました。 

旅行業におきましては、季節に即した企画旅行の販売に取り組んだほか、広告代理店業におきましても新規ク

ライアント誘致に積極的に取り組み、バス車体のラッピング広告や各種看板等の新規受注に成果を上げました。 

以上により、レジャー・サービス業営業収益は15億５百万円となり、前期に比べ８千５百万円（6.0％）の増

収となり、営業損失は４千６百万円と、前期に比べ９千万円（66.2％）改善されました。 

 

その他の事業 

その他の事業におきましては、京福商事㈱が福井県立小浜水産高校との共同開発により、エチゼンクラゲを題

材とした「えくらちゃん さくさくクッキー」を昨年10月から販売開始し、関西方面の百貨店の物産展に参加す

るなど積極的な営業活動を行いました。 

以上により、その他の事業営業収益は15億５千５百万円となり、前期に比べ３億３千４百万円（17.7％）の

減収となり、営業利益は６百万円と、前期に比べ２千４百万円（前期は営業損失）の増益となりました。 
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（次期の見通し） 

 

景気は引き続き回復基調で推移しているとはいえ、原油価格の高騰をはじめ、他輸送機関との競争

の激化など、当社グループを取り巻く経営環境は、予断を許さない状況が続くものと予想されます。

このような状況のなか、平成 20 年３月期の業績見通しにつきましては、営業収益は、バス事業におい

て、京都市交通局西賀茂営業所の管理の受託の本格的実施のほか、分譲不動産の販売等を見込み、127

億２千万円（前期比 4.5％増）を見込んでおります。また、これらの要因により増益を見込み、営業

利益は５億６千万円（前期比 17.4％増）、経常利益は３億６千万円（前期比 33.8％増）、当期純利益は

１億５千万円（前期比 59.6％増）をそれぞれ見込んでおります。 

 

現時点での平成 20 年３月期の業績見通しは、次のとおりです。 

 

                   売    上    高     12,720 百万円 

          営  業  利  益    560 百万円 

                   経  常  利 益       360 百万円 

                   当 期 純 利 益        150 百万円 

 
（注）上記の予想は、現時点で得られた情報にもとづいて算定しております。従って、実際の業績は

業況の変化などにより記載の予想とは大きく異なる場合があります。 
 

 

（２）財政状態に関する分析 

 

（総資産、負債、純資産及びキャッシュ・フローの状況に関する分析） 

 

総資産、負債及び純資産の状況 

    総資産は、資金効率を高め有利子負債の圧縮に努めるとともに、減価償却による固定資産の減少があり、前連

結会計年度末に比べ1,417百万円減少し、17,384百万円となりました。 

負債は、有利子負債の減少などにより、前連結会計年度末に比べ 1,478 百万円減少し、14,590 百万円となり

ました。 

純資産は、当期純利益の計上による利益剰余金の増加などにより、前連結会計年度末に比べ61百万円増加し、

2,793百万円となりました。 

 

キャッシュ・フローの状況 

営業活動によるキャッシュ・フローは、路線維持補助金の増加に伴う売上債権の増加やたな卸資産の販売が減

少したことなどにより、前期に比べ884百万円減少し、828百万円となりました。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、投資有価証券の売却や有形固定資産の取得などがあり、前期に比べ

11百万円減少し、△511百万円となりました。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、有利子負債の圧縮により、前期に比べ831百万円減少し、△1,421百

万円となりました。 

    これらの結果、当連結会計年度における現金及び現金同等物は1,628百万円となり、前連結会計年度末に比べ

1,104百万円の減少となりました。 
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（キャッシュ・フロー関連指標の推移） 
 

 平成 16 年３月期 平成 17 年３月期 平成 18 年３月期 平成 19 年３月期

自己資本比率（％） 9.4 11.5 12.1 13.3 

時価ベースの 
自己資本比率（％） 12.3 15.4 24.4 19.4 

キャッシュ・フロー対

有利子負債比率（年） 14 － 8 14 

インタレスト・カバレ

ッジ・レシオ（倍） 4.2 － 8.5 4.3 

（注）１．各指標の算出方法は以下のとおりです。 
自己資本比率：自己資本／総資産 

     時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 
キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ 

     インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ／支払利息 
   ２．各指標の算出は、連結ベースの財務数値によっております。 
   ３．株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出し

ております。 
 
 
（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 
 

当社は、依然厳しい経営状態から完全には脱し切れておらず、当期につきましても無配当とさせていただきま

す。株主の皆様には引き続きご迷惑をおかけいたしますことを深くお詫び申し上げます。 
 

 

２．企業集団の状況 

 
最近の有価証券報告書（平成18年６月29日提出）における「事業の内容」及び「関係会社の状況」から重要

な変更がないため開示を省略しております。 
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３．経営方針 

 
（１）会社の対処すべき課題 

 

今後の見通しにつきましては、景気は引き続き緩やかな拡大を続けると思われますが、原油価格の高騰をはじ

め、市場金利の上昇、他輸送機関との競争の激化など当社グループを取り巻く環境は、予断を許さない状況が続

くものと予想されます。                

こうした状況のもと、当社グループにおきましては、「再生 京福」の成果を確実なものとするために、運輸

業における安全管理の徹底は勿論のこと、営業基盤の拡大と充実を基本方針として、収益の拡大と財務内容の改

善を一層推進してまいります。 

 

運輸業におきましては、嵐山線では、｢嵐電ブランド｣の構築を目指し、お客様に全国各地から訪れていただけ

る、またお客様に嵐電沿線を楽しんでいただける、話題性をもった、多彩な情報を発信し、沿線の魅力をより広

く知っていただけるよう、営業力を強化してまいります。同時に、お客様への｢サービスの高品質化｣に邁進する

ために、｢京福グループ サービス憲章｣に基づき、従業員各人がお客様への｢おもてなし｣を実践してまいります。

また、昨年10月から導入された｢運輸安全マネジメント｣に各社一丸となって取り組み、グループ交通機関の｢安

全・安心｣の確保を遂行いたします。 

また、平成 20 年１月に予定されている京都市営地下鉄東西線天神川駅開業に対しましては、乗換えの利便性

を図り、より多くのお客様が当社線をご利用いただけるよう列車ダイヤなどの見直しを行います。 

 

福井地区のバス事業におきましては、少子高齢化の環境下、地方自治体の地域交通政策とよりきめ細かな連携

を図るとともに、県外主要地への高速バスネットワークを充実させつつ、採算が悪化している貸切バス部門の立

て直しを図り、収益構造の転換を進めてまいります。 

 

不動産業におきましては、資産効率化をさらに徹底させ、京都地区においては、「嵐山駅はんなり・ほっこり

スクエア」のさらなる活性化を図ってまいります。福井地区においては、温泉付分譲宅地｢みくにグリーンヒル

ズ｣34区画の早期完売に努めます。三国競艇事業では、施行自治体と協調し、きめ細かな売上高維持対策を実施

する一方、ファンの皆様に快適に楽しんでいただける環境を提供してまいります。 

    

レジャー・サービス業におきましては、名古屋の｢吉珍樓（キッチンロウ）｣の順調な運営と収益事業への育成

を図ってまいります。物販事業では、京都嵐山地区の物販店舗｢嵐傳屋（らんでんや）｣と福井地区のネットショ

ップ｢越前本舗｣をアンテナショップに、地域ブランド性を持ったオリジナル商品の創造と販売に積極的に取り組

んでまいります。 

 

また、当社グループが健全な企業発展を目指し、株主ならびに顧客の皆様をはじめ、関係各方面のご期待に応

えていくために、監査室の機能を含め内部統制システムを強化し、企業コンプライアンスの確立を図り、法制度

改正への適正な対応と企業の社会的責任（CSR）を果たすべく取り組んでまいります。 

環境問題につきましても、昨年５月に京のアジェンダ 21 フォーラムが制定する｢KES・環境マネジメントシス

テム・スタンダード ステップ２｣の認証を取得いたしましたが、さらに環境活動の場を広げ、公共交通機関が

地球環境への負荷が少ない乗り物であることを生かし、環境の保全に貢献してまいります。 

 

なお、経営方針に係るその他の項目につきましては、平成19年３月期中間決算短信（平成18年11月15日開

示）により開示を行った内容から重要な変更がないため開示を省略しております。 
当該中間決算短信は、次のＵＲＬからご覧いただくことができます。 

   （当社ホームページ） http://www.keifuku.co.jp/

   （大阪証券取引所ホームページ（上場会社情報検索ページ）） http://www.ose.or.jp/listed/ind_jk.html
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４．連結財務諸表 

 

（１）連結貸借対照表 

 

科    目 
前連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 
比較増減 

 

（ 資 産 の 部 ）

流  動  資  産

 現 金 及 び 預 金 

 受取手形及び売掛金 

 有 価 証 券 

 販売土地及び建物 

 その他のたな卸資産 

 前 払 費 用 

 繰 延 税 金 資 産 

 その他の流動資産 

 貸 倒 引 当 金 

百万円

4,206 

1,743 

826 

1,053 

281 

79 

64 

21 

149 

△13 

百万円 

 

3,309 

1,672 

1,131 

― 

241 

135 

64 

19 

69 

△24 

百万円

△896 

△71 

304 

△1,053 

△40 

56 

0 

△2 

△79 

△10 

固 定 資 産

 有 形 固 定 資 産

  建 物及び構 築物 

  機械装置及び運搬具

  土 地 

  そ の 他 

 無 形 固 定 資 産

  投 資 そ の 他 の 資 産

  投 資 有 価 証 券 

  繰 延 税 金 資 産 

  前 払 年 金 費 用 

  そ の 他 

  貸 倒 引 当 金 

 

 

14,550 

12,949 

8,592 

1,706 

2,404 

244 

111 

1,489 

825 

50 

374 

243 

△3 

 

 

14,064 

12,382 

8,328 

1,457 

2,357 

239 

93 

1,588 

909 

24 

401 

255 

△3 

 

 

△485 

△566 

△264 

△249 

△47 

△5 

△18 

98 

84 

△26 

27 

12 

― 

 

 

繰   延   資   産 

 社 債 発 行 費 

 

 

44 

44 

9 

9 

△34 

△34 

資 産 合 計 18,801 17,384 △1,417 
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９ 

 

 

科    目 

前連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

当連結会計年度 

（平成19年３月31日） 
比較増減 

 

（ 負 債 の 部 ）

百万円

 

百万円 

 

百万円

 

流 動 負 債 

 支払手形及び買掛金 

短 期 借 入 金 
 １ 年 以 内 償 還 社 債 

 未 払 金 

 未 払 費 用 

 未 払 法 人 税 等 

  未 払 消 費 税 等 

 賞 与 引 当 金 

 その他の流動負債 

6,721 

135 

4,720 

447 

562 

174 

83 

108 

239 

250 

7,005 

95 

4,967 

522 

555 

196 

129 

60 

234 

242 

284 

△39 

247 

75 

△7 

21 

46 

△47 

△4 

△8 

固 定 負 債 

 社 債 

 長 期 借 入 金 

 長 期 未 払 金 

 繰 延 税 金 負 債 

 退 職 給 付 引 当 金 

 役員退職慰労引当金 

 その他の固定負債 

 

負 債 合 計 

9,348 

2,972 

4,784 

995 

47 

343 

25 

179 

 

16,069 

7,585 

2,450 

3,634 

925 

49 

327 

29 

169 

 

14,590 

△1,763 

△522 

△1,150 

△70 

1 

△15 

3 

△9 

 

△1,478 

 

（ 少 数 株 主 持 分 ） 

少 数 株 主 持 分 

 

（ 資 本 の 部 ） 

資 本 金 

資 本 剰 余 金 

利 益 剰 余 金 
その他有価証券評価差額金

自 己 株 式 

資 本 合 計 

 

 

                  461 

 

 

1,000 

270 

885 

116 

△2 

2,270 

 

                    

                   ― 

 

 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

 

                    

                   ― 

 

 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

負債、少数株主持分及び

資 本 合 計
18,801 ― ― 

 

（ 純 資 産 の 部 ） 

株 主 資 本 

 資 本 金 

資 本 剰 余 金 

 利 益 剰 余 金 

 自 己 株 式 

評 価 ・ 換 算 差 額 等 
 その他有価証券評価差額金 

少 数 株 主 持 分 

純 資 産 合 計 

 

 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

 

 

2,246 

1,000 

270 

979 

△3 

71 

71 

475 

2,793 

 

 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

― 

負 債 純 資 産 合 計 ― 17,384 ― 

 （注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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（２）連結損益計算書 

 

科    目 

前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日）

当連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

比較増減 

 

営 業 収 益

 

百万円

11,899 

百万円 

12,167 

百万円

268 

営 業 費

運輸業等営業費及び売上原価 

 販売費及び一般管理費 

11,853 

11,750 

102 

11,690 

11,583 

106 

△162 

△167 

4 

営 業 利 益 46 477 430 

 

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

 

経 常 利 益

 

91 

293 

 

△156 

 

69 

277 

 

269 

 

△21 

△15 

 

425 

 

特 別 利 益

 

653 

 

168 

 

△484 

特 別 損 失 359 100 △258 

 

税金等調整前当期純利益 

 

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

 

少 数 株 主 利 益 

 

当 期 純 利 益

 

137 

 

78 

31 

 

12 

 

14 

 

336 

 

158 

61 

 

22 

 

94 

 

199 

 

80 

29 

 

9 

 

79 

 （注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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（３）連結剰余金計算書及び連結株主資本等変動計算書 

 

（連結剰余金計算書） 

 

前連結会計年度 
 （自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日）

 百万円

  

（資本剰余金の部）  

  

資本剰余金期首残高 270 

  

資本剰余金期末残高 270 

  

  

（利益剰余金の部）  

  

利益剰余金期首残高 871 

  

利 益 剰 余 金 増 加 高 14 

  

当 期 純 利 益 14 

  

利 益 剰 余 金 減 少 高 0 

  

役 員 賞 与 0 

  

利益剰余金期末残高 885 

  

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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（連結株主資本等変動計算書）  

 

当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 

株  主  資  本  

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

平成18年３月31日残高 1,000 270 885 △2 2,153

連結会計年度中の変動額   

  役員賞与 △0  △0

  当期純利益 94  94

  自己株式の取得  △0 △0

  株主資本以外の項目の連結会計年度

中の変動額（純額） 
  

連結会計年度中の変動額合計 ― ― 93 △0 93

平成19年３月31日残高 1,000 270 979 △3 2,246

 

評価・換算差額等  

その他有価証

券評価差額金

評価・換算差

額等合計 

少数株主持分 純資産合計 

 百万円 百万円 百万円 百万円 

平成18年３月31日残高 116 116 461 2,732 

連結会計年度中の変動額   

  役員賞与  △0 

  当期純利益  94 

  自己株式の取得  △0 

  株主資本以外の項目の連結会計年度

中の変動額（純額） 
△44 △44 13 △31 

連結会計年度中の変動額合計 △44 △44 13 61 

平成19年３月31日残高 71 71 475 2,793 

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書  

 

 

 

 

 

 

前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日）

当連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

比較増減 

 

Ⅰ 

 

営業活動によるキャッシュ・フロー 

百万円 百万円  百万円 

  税金等調整前当期純利益 137 336 199 

  減価償却費 1,081 1,013 △68 

  連結調整勘定償却額 △1 － 1 

  負ののれん償却額 － △6 △6 

  賞与引当金の減少額 △3 △3 △0 

  退職給付引当金の減少額 △8 △14 △5 

  役員退職慰労引当金の増加額（△減少額） △13 3 16 

  貸倒引当金の増加額 7 10 3 

  受取利息及び受取配当金 △4 △8 △3 

  支払利息 202 190 △11 

  関係会社株式売却損 － 31 31 

  投資有価証券売却益 － △10 △10 

  有形固定資産売却益 △273 － 273 

  有形固定資産売却損 － 22 22 

  固定資産のための補助金 △64 △52 12 

  売上債権の減少額（△増加額） 128 △336 △465 

  たな卸資産の減少額（△増加額） 647 △39 △686 

  前払費用の増加額 △2 △0 1 

  前払年金費用の増加額 △12 △27 △14 

  仕入債務の増加額（△減少額） 49 △39 △89 

  未払金の増加額（△減少額） 3 △22 △26 

  未払費用の増加額 6 25 19 

  未払消費税の増加額（△減少額） 4 △47 △51 

  役員賞与の支払額 △0 △0 0 

  その他 105 121 15 

    小計 1,988 1,145 △843 

  利息及び配当金の受取額 4 8 3 

  利息の支払額 △195 △194 0 

  法人税等の支払額 △85 △130 △45 

 

 
 営業活動によるキャッシュ・フロー 1,713 828 △884 

 １３
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前連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日）

当連結会計年度 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

比較増減 

 

Ⅱ 

 

投資活動によるキャッシュ・フロー 

百万円 百万円  百万円 

  定期預金の預入による支出 △68 △15 52 

  定期預金の払戻による収入 76 35 △41 

  有価証券の取得による支出 △6 △305 △299 

  有価証券の売却による収入 5 － △5 

  有価証券の償還による収入 － 100 100 

  投資有価証券の取得による支出 △311 △514 △202 

  投資有価証券の売却による収入 18 569 550 

  連結範囲の変更を伴う子会社株式の売却による収入 － 7 7 

  有形固定資産の取得による支出 △712 △490 222 

  有形固定資産の売却による収入 375 33 △342 

  無形固定資産の取得による支出 △15 △12 2 

  固定資産のための補助金収入 138 81 △56 

  その他 － △1 △1 

 

 
 投資活動によるキャッシュ・フロー △499 △511 △11 

Ⅲ  財務活動によるキャッシュ・フロー    

  短期借入金の純増減額 △582 532 1,114 

  長期借入れによる収入 1,350 1,028 △322 

  長期借入金の返済による支出 △3,239 △2,462 776 

  社債発行による収入 1,193 － △1,193 

  社債償還による支出 △346 △447 △101 

  ファイナンス・リース債務による収入 1,069 － △1,069 

  ファイナンス・リース債務の返済による支出 △34 △70 △36 

  自己株式の取得による支出 △0 △0 △0 

  少数株主への配当金の支払額 △0 △0 △0 

 

 
 財務活動によるキャッシュ・フロー △590 △1,421 △831 

Ⅳ 
 

 
現金及び現金同等物の増加額（△減少額） 623 △1,104 △1,727 

Ⅴ  現金及び現金同等物の期首残高 2,109 2,732 623 

Ⅵ 
 

 
現金及び現金同等物の期末残高 2,732 1,628 △1,104 

 （注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 

 １４
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（５）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
 

   最近の有価証券報告書（平成 18 年６月 29 日提出）における記載から重要な変更がないため

開示を省略します。 

 

 

（６）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 
 

（路線維持補助金にかかる会計処理の変更） 

 

    路線維持補助金について、従来確定時に特別利益に計上しておりましたが、当連結会計年度より、当

期間にかかる当該補助金は営業収益に計上する方法に変更いたしました。これに伴い、過年度にかかる

当該補助金は特別利益に計上しております。 

    この変更は、従来補助の対象を赤字事業者のみとしていた路線維持補助金制度が、平成13年４月から

路線単位の経常収支に基づき交付される制度に変更されたことに加え、前期より取り組んでおります路

線バス運行維持に関し、関係自治体と協定を締結することにより、期間毎の収益の確保がより確実にな

り、かつその金額の重要性も高まったことから、損益区分をより適正に表示するために行ったものであ

ります。 

    この結果、従来と同一の方法によった場合と比較して、営業利益及び経常利益は 423 百万円増加する

とともに税金等調整前当期純利益は155百万円増加しております。 

    なお、セグメント情報に与える影響は、17ページ「セグメント情報」に記載しております。 

 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

 

   当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平

成 17 年 12 月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計

基準適用指針第８号 平成17年12月９日）を適用しております。 

   これまでの資本の部の合計に相当する金額は2,318百万円であります。 

   なお、当連結会計年度における連結貸借対照表の純資産の部については、連結財務諸表規則の改正に

伴い、改正後の連結財務諸表規則により作成しております。 
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